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研究要旨 

本研究では、ニーズや適性のある障害者に適切に補助犬のサービスが提供されるため

に、①補助犬使用希望者への都道府県の情報提供、理解促進、普及啓発の実態を明らかに

すること、②リハビリテーション専門職の行う認定や評価の具体例を示すことを目的とし

た。研究方法は、①質問紙調査、②インタビュー調査の分析とした。その結果、①ホーム

ページでの情報提供では、補助犬に関する基本的内容について今後も提供の予定がない都

道府県があるという課題が明らかになった。その理由として、情報提供の必要性や意義が

充分に理解されていない可能性があることが示唆された。理解促進、普及啓発では、「講演

会や研修会」、「補助犬のデモンストレーション」を実施している都道府県が約 3 割、「補助

犬や補助犬法についてのパンフレット配布」を実施している都道府県が約 7 割であった。

要綱や様式の整備では、整備している都道府県が約 8 割であった。相談窓口の担当先は、

訓練事業者等の自治体以外が約 4 割であった。自治体以外が相談窓口になっている場合、

自治体への報告や対応が明確化されていない都道府県が約 7～6 割あり、適性のある補助

犬使用希望者が除外されている可能性が示唆された。課題では、情報、予算、人員の不足

が約 6～5 割、必要な情報や支援では、マニュアルや好事例が必要が約 8～7 割であった。

今後、補助犬事業の意義の理解を一層進めるとともに、情報提供、理解促進、普及啓発の

ために共通して活用できる基本的内容や取組の好事例が整備されることが期待される。②

分析の結果、リハビリテーション専門職の補助犬の認定・評価への関わりの具体例、専門

職の役割への認識を整理した。今後、本資料が参考として活用されることが期待される。 
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Ａ．研究目的 

 障害者の社会参加や自立を促進するため

の身体障害者補助犬（以下、補助犬）のサ

ービスが効果的に運用されるためには、補

助犬のニーズや適性のある障害者に適切に

サービスが提供される必要がある。そのた

めには、補助犬に関する事業やサービス、

潜在的な者を含む補助犬の使用を希望する

障害者（以下、補助犬使用希望者）に対す

る情報提供が適切に実施されているととも

に、補助犬利用に関する障害者の評価が適

切に行われる必要がある。 

以上から、本研究では、①ニーズや適性

のある障害者に適切に補助犬のサービスが

提供されるよう補助犬使用希望者への都道

府県の補助犬に関する情報提供、理解促進、

普及啓発の実態を明らかにすること、②リ

ハビリテーション専門職（以下、リハ専門

職）の補助犬使用希望者の認定や評価の実

態および各専門職の役割の具体例を示すこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．都道府県における情報提供、理解促進、

普及啓発の実態調査 

 都道府県 47 ヶ所を対象に、身体障害者補

助犬の情報提供、理解促進、普及啓発に関

する実態について質問紙調査を行った。質

問紙をメールにて送付した。回収はメール

または FAX とした。調査実施は、特定非営

利活動法人日本補助犬情報センターに委託

した。 

質問紙の内容は、大きく分けて①補助犬

使用希望者への情報提供について、②補助

使用希望者への理解促進と普及啓発につい

て、③自治体の補助犬に関する業務につい

て、④補助犬の情報提供や理解促進、普及

開発の課題や必要な情報や支援についてで

あった。調査票を資料１として示す。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、個人情報を対象としていない

ため、倫理面への配慮が必要な研究には該

当しない。 

 

２．リハビリテーション専門職の認定、評

価、役割の具体例 

 リハ専門職が補助犬利用者の社会参加

にどのような認識を持つか、関連する周辺

課題と共に聴取することを目的に、指定法

人（2 団体）の身体障害者補助犬の認定に

長く関わった経験のあるリハ専門職 4 名

（理学療法士（PT）/作業療法士（OT）/言

語聴覚士（ST））および視覚リハ リテーシ

ョンに長期的に関わった歩行指導員 1 名、

ソーシャルワーカー3 名にインタビュー調

査を実施した。対象のうち、リハ専門職（理

学療法士/作業療法士/言語聴覚士）の認定へ

の関わりの具体例、評価視点等についてイ

ンタビュー調査から分析した。 

なお、本インタビュー調査は、分担研究

報告書「身体障害者補助犬使用希望者の訓

練の効果測定のための研究」で報告した調

査と同じ調査を再掲したものである。分析

は本報告書の目的のため新たな分析を行っ

た。 

 

（倫理面への配慮） 

補助犬の育成に関わる指定法人の関係

者、補助犬の利用者等からのヒアリング

調査（課題番号2021-104号）では、筑波大

学において研究倫理審査を受け承認され

た。 
 

Ｃ．研究結果 

１．都道府県における情報提供、理解促進・

普及啓発の実態調査 

 質問紙の回収数は次のとおりである。都

道府県 46 ヶ所（回収率 97.9％）であった。

結果を資料２（表 1～41 および図 1～42）

に示す。 

 

（１）補助犬使用希望者に対する情報提供 

（１）-１．ホームページでの情報提供 

 ホームページにおける情報提供の実態は

以下のとおりであった。「身体障害者補助犬

について」の情報提供を行っている都道府

県は 42 ヶ所（91.3%）、今後提供予定は 3 ヶ

所（6.5%）、今後も提供予定なしは 1 ヶ所

（2.2%）であった。「身体障害者補助犬法に

ついて」の情報提供を行っている都道府県

は 38 ヶ所（82.6%）、今後提供予定は 5 ヶ所

（10.9%）、今後も提供予定なしは 3 ヶ所

（6.5%）であった。「補助犬使用の対象とな

る障害や条件について」の情報提供を行っ

ていると都道府県は 30 ヶ所（65.2%）、今後

提供予定は 5 ヶ所（10.9%）、今後も提供予
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定なしは 11 ヶ所（23.9%）であった。「補助

犬使用の目的について」の情報提供を行っ

ている都道府県は 39 ヶ所（84.8%）、今後提

供予定は 3 ヶ所（6.5%）、今後も提供予定な

しは 4 ヶ所（8.7%）、であった。「補助犬使

用を希望する場合の手続き」の情報提供を

行っている都道府県は 29 ヶ所（63.0%）、今

後提供予定は 6 ヶ所（13.0%）、今後も提供

予定なしは 11 ヶ所（23.9%）であった。「補

助犬使用希望者の相談窓口」の情報提供を

行っている都道府県は 41 ヶ所（89.1%）、今

後提供予定は 2 ヶ所（4.3%）、今後も提供予

定なしは 3 ヶ所（6.5%）であった。「補助犬

の育成事業について」の情報提供を行って

いると都道府県は 21 ヶ所（45.7%）、今後提

供予定は 11 ヶ所（23.9%）、今後も提供予定

なしは 13 ヶ所（28.3%）であった。 

 

（１）-２．情報提供していない理由 

ホームページにおける情報提供で、現時

点で「情報提供していない」という回答を

した場合の情報提供していない理由は以下

のとおりであった。「情報提供は必要ではな

いと考えるため」は、「はい」が 4 ヶ所（12.5%）

であった。「どのような項目を情報提供す

べきか不明なため」は、「はい」が 7 ヶ所

（21.9%）であった。「どのような内容を

情報提供すべきか不明なため」は、「はい」

が 9 ヶ所（28.1%）であった。「ホームペ

ージ掲載の労力、時間が不足しているため」

は、「はい」が 10 ヶ所（31.3%）であった。
「その他（具体的な内容）」は、以下のとお

りであった。「貸与や育成は訓練事業者や

育成団体が行っているため」、「訓練事

業者や補助団体が情報発信しているた

め」、「要件を満たさなければ補助犬を

持てない等の誤解を生まないため(要件等

について問合せがあれば個別に回答す

る)」、「どのような方法が良いか検討が

必要なため」であった。 

 

（２）身体障害者に対する理解促進や普

及啓発 

（２）-１．理解促進、普及啓発の活動の実

施の有無 

 「講演会や研修会」を定期的または単発

的に実施している都道府県は 13 ヶ所

（28.3%）、今後実施する予定は 8 ヶ所

（17.4%）、今後も実施予定はないは 24 ヶ所

（52.2%）であった。「補助犬のデモンスト

レーション」を定期的または単発的に実施

している都道府県は 14 ヶ所（30.4%）、今後

実施する予定は 7 ヶ所（15.2%）、今後も実

施予定はないは 24 ヶ所（52.2%）であった。

「補助犬や補助犬法についてのパンフレッ

ト配布」を定期的または単発的に実施して

いる都道府県は 33 ヶ所（71.7%）、今後実施

する予定は 4 ヶ所（8.7%）、今後も実施予定

はないは 8 ヶ所（17.4%）であった。「その

他（具体的な内容）」は、「厚生労働省リー

フレット等の配布」、「現状想定してい

ない」、「障害者団体による普及啓発」

であった。 

 
（２）-２．理解促進、普及啓発の活動を実

施していない理由 

理解促進・普及啓発の活動について、現

時点で「情報提供していない」という回答

をした場合の、実施していない理由は次の

とおりであった。「実施は必要ではないと考

えるため」は、「はい」が 2 ヶ所（5.4%）

であった。「どのような活動を実施すべき

か不明なため」は、「はい」が 13ヶ所（35.1%）

であった。「実施するための予算が不足し

ているため」は、「はい」が 27 ヶ所（73.0%）

であった。「実施するための人員が不足し

ているため」は、「はい」が 21 ヶ所（56.8%）

であった。「その他（具体的な内容）」は、

次のとおりであった。「現状想定していな

い」「別のサポート運動の啓発の中で、

他の障害の啓発も行っているため」「ホ

ームページや障害者団体による普及啓発

を行っているため」。 

 

（３）身体障害者補助犬に関する業務 

（３）-１．補助犬使用の申請手順や決定方

法についての要綱等の整備状況 

「申請や決定に関する要綱」は、「ある」

が 38 ヶ所（82.6%）、「ない」が 8 ヶ所

（17.4%）であった。「自治体独自の申請

書の様式」は、「ある」が 38 ヶ所（82.6%）、

「ない」が 8 ヶ所（17.4%）であった。「要

綱以外の申請があった場合の具体的な対応
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方法、手順」は、「ある」が 2 ヶ所（4.3%）、

「ない」が 41 ヶ所（89.1%）であった。 

 

（３）-２．補助犬使用希望者が最初に相談

する際の、相談窓口の担当先 

補助犬使用希望者の相談窓口は、「自治体」 

が 28 ヶ所（60.9%）、「補助犬の訓練事

業者」が 10 ヶ所（21.7%）、「その他」

が 8 ヶ所（17.4%）であった。「その他」

の具体的な担当先は、「居住地の市町村」

「委託先（障害者団体）」、「障害者団

体」が 4 件、「補助犬関係団体」2 件であ

った。 

 

（３）-３．相談窓口が「補助犬の訓練事業

者」または「その他」の場合の担当先の実

態 

「「訓練事業者」または「その他」の団体

に相談業務を委託している」は、「はい」が

8 ヶ所（44.4%）、「いいえ」が 10 ヶ所（55.6%）

であった。「「訓練事業者」または「その他」

の団体が相談を受けた際、適性のある補助

犬使用者が除外されないよう、自治体へ報

告する内容や手順を明確化している」は、

「はい」が 5 ヶ所（27.8%）、「いいえ」

が 13 ヶ所（72.2%）であった。「「訓練事

業者」または「「訓練事業者」または「その

他」の団体が相談を受けた際、適性のある

補助犬使用希望者が除外されないよう、対

応の内容や方法を明確に規定している」は、

「はい」が 6 ヶ所（33.3%）、「いいえ」

が 11 ヶ所（61.1%）であった。 

 

（４）情報提供や理解促進、普及啓発に

ついて課題や必要な情報、支援等 

（４）-１．課題 

「情報の不足が課題」は、「はい」が 30

ヶ所（65.2%）であった。「予算の不足が

課題」は、「はい」が 26 ヶ所（56.5%）で

あった。「人員の不足が課題」は、「はい」

が 23 ヶ所（50.0%）であった。「その他

（具体的に）」は、以下のとおりであっ

た。「国による補助金があったとしても

自治体の予算に余裕がなく一般財源が確

保できず事業の拡充ができない」、「補

助犬利用者が少ないため」、「全域をカ

バーするには負担が大きすぎるため」、

「ユーザー自体が少なく、地域において

も体感できる機会が少ないこともあり、

なかなか身近なものとして感じにくい」、

「潜在的な使用希望者に対する情報提供

が自治体としてどこまで必要とされるの

か理解不足」、「自治体には，啓発に有

効な画像等の素材がない。国パンフやイ

ラストの SNS や啓発動画での利用を認め

てもらえると助かる」。 

 

（４）-２．必要な情報や支援 

「情報提供のためのマニュアル」は、「必

要」が 32 ヶ所（69.6%）であった。「情報

提供の好事例」は、「必要」が 36ヶ所（78.3%）

であった。「理解促進・普及啓発のための

マニュアル」は、「必要」が 37 ヶ所（80.4%）

であった。「理解促進・普及啓発の好事例」

は、「必要」が 39 ヶ所（84.8%）であった。

「申請や手続きについてのマニュアル」は、

「必要」が 28 ヶ所（60.9%）であった。「そ

の他（具体的に）」として、行政担当者

が参加できる勉強会等の実施という意見

が挙げられた。 

 

２．リハビリテーション専門職の認定、評

価、役割の具体例 

 結果を資料３として示す。 

 

Ｄ．考察・結論 

１．都道府県における情報提供、理解促進・

普及啓発の実態調査 

 

（１）補助犬使用希望者に対する情報提供 

（１）-１．ホームページでの情報提供 

 ホームページにおける情報提供は、「身体

障害者補助犬について」、「身体障害者補助

犬法について」、「補助犬使用の目的につい

て」、「補助犬使用希望者の相談窓口」に関

しては 9～8 割の都道府県が行っていた。し

かし、それらの項目についても 1～4 ヶ所の

都道府県では、今後も提供予定なしと回答

していた。しかし、このような基本的内容

については、情報提供することが望ましい

と考えられるため、情報提供していない理

由の解決のための取組を進めることが必要

と考える。 

一方、「補助犬使用の対象となる障害や条
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件について」、「補助犬使用を希望する場合

の手続き」に関しては行っているのは 4～6

割程度の都道府県に留まっていた。これら

の項目は、実施割合の高かった項目に比べ、

提示が複雑、ホームページだけでは正確に

情報が伝わらない可能性があることが考え

られ、どのような情報をどのように提示す

ればよいかについて検討や、例示が必要な

可能性がある。 

 

（１）-２．情報提供していない理由 

ホームページで情報提供していない理由

として、情報提供は必要ではないと考える

都道府県が 4 カ所あった。この結果は、補

助犬事業を行う自治体に事業や情報提供の

意義や必要性が充分に理解されていないこ

とが要因として考えられる。したがって、

改めて身体障害者補助犬育成促進事業の目

的や意義の周知を行い、事業の趣旨の理解

を一層進めることが重要と考える。 

その他の理由として、「どのような項目を

情報提供すべきか不明なため」が 7 ヶ所、

「どのような内容を情報提供すべきか不明

なため」が 9 ヶ所、「ホームページ掲載の

労力、時間が不足しているため」が 10 ヶ所

であった。情報提供すべき基本的内容を

例示したり、情報提供に活用できる資料

を提供したりすることで不明点の解消や、

労力や時間の効率化につながり、情報提

供が促進される可能性があると考えられ

る。 

 

（２）身体障害者に対する理解促進や普

及啓発 

（２）-１．理解促進、普及啓発の活動の実

施の有無 

理解促進、普及啓発の活動の実態につい

ては、「講演会や研修会」、「補助犬のデモン

ストレーション」を実施している都道府県

は約 3 割、一方、「補助犬や補助犬法につい

てのパンフレット配布」を実施している都

道府県は約 7 割であった。実施割合で見る

と、パンフレット配布は講演会や研修会、

デモンストレーションと比べ実施しやすい

ことが推察できる。そのため、パンフレッ

ト配布する自治体を増やすことは広く情報

を提供するという点で、取組しやすい方策

として考えられる。その際は、どの自治体

でも活用できる基本的内容や必要な情報が

掲載された共通のパンフレットを作成する

ことも効果的な可能性がある。さらに、講

演会や研修会、デモンストレーションはパ

ンフレット配布と比べコストや労力がかか

ると考えられるが、補助犬使用希望者への

理解促進や普及啓発の効果が高い可能性が

考えられ、その効果の検証や実施を増やす

方策の検討も重要であると考える。また、

その他の具体的回答して挙がった「厚生労

働省リーフレット等の配布」、「障害者団体

による普及啓発」をふまえると、国、自治

体、関係団体の役割分担による効率的な取

組が効果的な可能性がある。 

 

（２）-２．理解促進、普及啓発の活動を実

施していない理由 

理解促進、普及啓発の活動について実施

していない理由は、「実施は必要ではないと

考えるため」が 2 ヶ所、「どのような活動

を実施すべきか不明なため」が 13 ヶ所、「実

施するための予算が不足しているため」が

27 ヶ所、「実施するための人員が不足して

いるため」が 21 ヶ所であった。これらの

うち、どのような活動を実施すべきかにつ

いては、好事例や、活動実施に必要な詳細

を示した資料の提供が課題解決に役立つ可

能性がある。また、実施の必要性、予算不

足、人員不足については、必要な予算や人

員の確保に取り組むとともに、自治体とし

て行うのが適切な基本的取組について関係

者間の議論により共通認識を作っていくこ

ととともに、現状において大きな負担なく

実施できる取組を例示することも役に立つ

可能性がある。 

 

（３）身体障害者補助犬に関する業務 

（３）-１．補助犬使用の申請手順や決定方

法についての要綱等の整備状況 

「申請や決定に関する要綱」、「自治体独

自の申請書の様式」がある都道府県は約 8

割であり、多くの自治体で整備されていた。

また、「要綱以外の申請があった場合の具体

的な対応方法、手順」がある都道府県は 2

ヶ所のみで、整備は進んでいなかった。

自治体として整備することが効果的な要

綱等については未整備の都道府県の整備
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を促すとともに、必要な要綱やそれ以外

の資料についても基本的事項を整理して

例示することが、情報提供の均てん化に

役立つ可能性がある。 

 

（３）-２．補助犬使用希望者の相談窓口と

その実態 

補助犬使用希望者の相談窓口は、「自治体」 

が約 6 割、「補助犬の訓練事業者」が約 2

割、「その他」が約 2 割であった。しか

し、自治体以外が相談窓口になっている場

合の相談業務の委託状況は約 4 割で、委託

していない場合が半数以上であった。さ

らに、自治体以外が相談窓口になっており、

相談を受けた際、適性のある補助犬使用者

が除外されないよう、自治体へ報告する内

容や手順を明確化していない都道府県が

約 7 割であった。また、自治体以外が相談

を受けた際、適性のある補助犬使用希望者

が除外されないよう、対応の内容や方法を

明確に規定していな都道府県は約 6 割であ

った。したがって、現状では、報告や対

応の詳細が明確化されておらず、適性のあ

る補助犬使用希望者が除外されている可能

性が示唆された。 

 

（４）情報提供や理解促進、普及啓発に

ついて課題や必要な情報、支援等 

（４）-１．課題 

情報提供や理解促進、普及啓発の課題は、

情報、予算、人員の不足が約 6～5 割であっ

た。都道府県によっては補助犬の申請者や

使用者が少なく予算、人員の確保は早急に

は対応が難しい可能性がある。一方、情報

については必要な情報を整理して提供する

ことで課題解決に役立つ可能性がある。そ

の他の具体的な理由としては、「潜在的

な使用希望者に対する情報提供が自治体

としてどこまで必要とされるのか理解不

足」、「自治体には、啓発に有効な画像

等の素材がない。国のパンフレットやイ

ラストの SNS や啓発動画での利用を認め

てもらえると助かる」という意見が見ら

れた。自治体が行うのが適切な基本的な

取組を伝えるとともに、自治体が活用で

きる情報、画像等を提供することが期待

される。 

ホームページや SNS（ソーシャル・ネ

ットワーキング・サービス）の情報発信

については、今後、一例として新規の補

助犬使用希望者に対しての行政等からの

サポートの俯瞰的なフローチャートを作

成し、動画コンテンツとして一般に公開

することは本研究の課題解決の一助とな

る可能性がある。また、このような対応

によりオンデマンド配信で補助犬使用希

望者が必要な情報を知り、行動を起こせ

る契機となることは障害者福祉への貢献

の意義も大きいと考える。 

 

（４）-２．必要な情報や支援 

情報提供や理解促進、普及啓発のために

必要な情報や支援は、「情報提供のためのマ

ニュアル」、「情報提供の好事例」、「理解促

進・普及啓発のためのマニュアル」、「理解

促進・普及啓発の好事例」が必要と考える

都道府県が約 8～7 割であった。また、「申

請や手続きについてのマニュアル」が必要

と考える都道府県が約 6 割であった。申請

や手続きについては自治体によるものがあ

ると考えられるが、前者のものについては、

すでにあるものについはその普及を、ない

ものについは作成し整備することが情報提

供や理解促進、普及啓発の促進に役立つ可

能性がある。また、その他として挙げられ

た、行政担当者が参加できる勉強会等の

実施についても効果や実施可能性につい

ての検討が期待される。 

 

２．リハビリテーション専門職の認定、評

価、役割の具体例 

 インタビュー調査の結果を考察、分析し、

各専門職の評価への関わりについて、リハ

専門職の補助犬の認定・評価への関わりの

具体例、専門職の役割への認識を整理して

提示した。補助犬の理解促進、普及啓発、

認定や評価にあたってはリハ専門職の役割

が大きいが、現状では、リハ専門職におけ

る補助犬への理解はあまり進んでいない。

今後のリハ専門職における補助犬への理解

促進や関わり方の検討にあたり、本具体例

が参考として活用されることが期待される。 

 

３．まとめ 
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補助犬の運用については、2002 年に「身

体障害者補助犬法」が施行され、現在は都

道府県で「地域生活支援事業」における「身

体障害者補助犬育成事業（以下、育成事業）」

として実施されている（厚生労働省）。しか

し、先行研究においていまだ「利用者自ら

が訓練事業者に問い合わせをしている」「行

政や病院等の担当者の認識が低く、潜在的

な利用者への補助犬の紹介等がなされてい

ない」等の制度の入口における課題が指摘

されている（みずほ情報総研株式会社，

2019）。 

 また、先行研究において、補助犬に関す

る理解促進・普及啓発の実施状況は、理解

促進事業の実施は 23％、啓発活動は 83％で

あり、理解促進の取組は少なく、また全て

の取組の主な対象は障害のない一般市民で

あり、障害者に対する理解促進・普及啓発

はさらにそのなかのごく一部であった（日

本補助犬情報センター，2019）。したがって、

前年度の厚生労働科学研究の報告書では、

本来は補助犬が適応となる障害者に、補助

犬の使用を検討するための情報が届いてい

ない可能性を指摘した。以上をふまえ、本

研究では、都道府県の補助犬使用希望者（障

害者）に対する取組の実施状況や、取組が

実施できていない場合の要因を把握した。

また、補助犬の理解促進、普及啓発の後の、

実際の支給にあたる認定、評価に重要なリ

ハ専門職の役割について、情報や理解が不

足しているという課題をふまえ、補助犬の

認定、評価におけるリハ専門職の役割や視

点の具体例を提示した。これらにより、障

害者に対する理解促進・普及啓発のあり方

について、課題解決に必要な取組が示唆さ

れた。また、リハ専門職の補助犬の認定、

評価への関わりの実態の具体例を示した。 

今後、本研究の結果を活用し、都道府県

の「地域生活支援事業」における補助犬使

用希望者への補助犬の情報提供や理解促進、

普及啓発について共通して活用できる基礎

的内容や取組の好事例が作成、整備される

ことが期待される。 
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